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法学系論文の序論に見 られる文章構造の分析

―民法 、商 法、知的財 産権 法系論文 を対象 に―

木本 和志*

本研究では、法学を学ぶ 日本語学習者への論文の読解 ・作成の指導への貢献を目指し、学習 ・研究上重

要な法律系の学術雑誌9編 から抽出した民法、商法、知的財産権法系の論文計135編 を対象に、その序論

に見られる文章構造を分析 した。その結果、それ らが 「研究領域の提示」「研究の必要性の提示」「その論

文についての説明」の3構 成要素(「ムーブ」)およびその13の 下位要素(「ステップ」)か ら成ってお り、

かっ各ムーブがこの順番で配置 されやすいことが明 らかになった。この配列は、工学や農学などといった

他の専門分野の論文でも見られる特徴である。一方で、他の専門分野の論文に頻繁に出現 していたムーブ

「研究の必要性の提示」や先行研究を概観する要素が出現 しない場合も多 く見 られた。
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1.は じめ に

文章構造についての知識は、文章の読解および作成

の両面で重要な役割を果たす と言われている1・2)。よっ

て、 日本語学習者に日本語論文の読解および作成の基

礎的な指導を行 うにあたっては、文章の構造に着目す

ることが重要になると考えられる。しかし、日本語教

育の観点から日本語論文の文章構造を分析した研究は

まだ少数にとどまる。

そこで本研究では、法学を学ぶ日本語学習者への論

文の読解 ・作成の指導への貢献を目指す基礎研究とし

て、法学系論文の序論の文章構造を分析 した。法学系

論文の読者の大半は序論に目を通 した後に本論以降を

読むかどうかを決めるとの指摘もある3)。すなわち、

法学系論文の序論は読み手にとっては読むべき論文を

適切かつ効率的に選択するための、また書き手にとっ

ては読み手の関心を引き付けるための重要なセクショ

ンである。また、日本での法学教育では、論文の読み

書きに際して原則的に日本語が用いられる4)。このよ

うに、読解および作成指導の観点から見て、法学系論

文の序論の構造解明は重要であると考えられる。

なお、本研究では、分析対象となる法律分野を民法、

商法、知的財産権法(以下、知財法)の3分 野に限定す

る。これらは、大阪大学法学部の留学生専門教育教員

2名 より、法学を学ぶ 日本語学習者が専攻することが

比較的多い分野であると指摘されたものである。

2.先 行研 究 お よび分 析 の枠 組み

2.1先 行研究

日本語論文の序論の文章構造を分析 した研究とし

ては、日本史学系、工学系、農学 ・工学系日本語論文

を分析した3研 究5)―7)(以下、各先行研究)が挙げられる。

各研究には共通 して、序論が特定の構成要素から成っ

ていること、および各要素が特定の位置に配置されや

すい傾向にあることが示されている。 しかし、法学系

論文を分析した研究は筆者の知る限りまだない。

2.2分 析に必要な視点

現在、多くの目本語教育機関では、特定分野に重点

をおいた作文指導を行 うための条件が整っておらず、

多用な専門分野の学習者を1つ のクラスで指導せ ざる

を得ない状況にある8)。 このような現状に鑑みると、

専門分野を問わず共通して見られる構成要素や文章構

造(以下、共通項)を探ることも重要になる。共通項を

探ることの重要性はこれまでも指摘されてきた5,6)が、

実際の分析はまだ十分には行われていない。

また、論文作成指導に際 しては添削指導が必要にな

るが、その際には学習者が書いた文章がどのような点
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点で好ましいかを納得 させた上での指導を行わなけれ

ば十分な学習効果は期待できない9)。つま り、添削に

際しては、何が、なぜ、どう違 うのかを示し、学習者

に十分理解させることが重要になる。そのためには、

論文の構造的な特徴に加え、それらの構造が選ばれる

理由や背景等について考察する視点も必要 となる。

2.3分 析のモデルおよび本研究の目的

本研究では、分析のモデル としてCARSモ デル

("Create a Research Space Model")10)を 用いる。

CARSモ デルは、英語論文の序論の書き手が読み手に

向けてどのようなコミュニケーションを行お うとして

いるのかを示 したモデルである。すなわち、このモデ

ルには、論文の読み手と書き手が序論を読み書きする

際の目的が示されていると考えられる。それゆえ、

CARSモ デルを分析のモデルとして用いることで、論

文をとりまく当該専門分野の背景等にも着 目した、よ

り巨視的な分析が可能になると思われる。

以上の議論を踏まえ、本研究では次の①～③を行 う。

①法学系論文の序論の構造的特徴を提示する。

②専門分野の違いを越えて現れる共通項を探る。

③法学系論文に構造的特徴が現れる背景を探る。

3.CARSモ デ ル お よ び 各 先 行 研 究 の 概 観

3.1CARSモ デル

CARSモ デルは、表1に 示 されてい る通 り様 々な分

野注1の英語論文の序論 がムーブ(Move)お よびステ ッ

表1CARSモ デル10)

表2CARSモ デルの典型的なステップ

図1各 先行研究に共通 して見られる序論の流れ

プ(Step)と い う要素で構成 され ていることを示 したモ

デルである。各 ムーブはそれぞれ、序論の書 き手の意

図、すなわち、書 き手が読み手に対 して何 を しようと

しているのかを示 したものである。一方、ステ ップは

ムーブの下位要素であ り、その書き手の意図が論文中

に どのよ うな形で現れるかを具体化 したものである。

例 えば、ムーブ1の ステ ップ3"Reviewing items of

 previous research"、 すなわち、その研究領域 に関連

する先行研究を概観す るとい う形で論文中に具体化 さ

れ る。典型的な英語論文の序論においては、ムーブ1、

ムーブ2、 ムーブ3の 順番 で各ムーブが出現す る。

3.2各 先行研究が提示する序論の構造

各先行研究の分析結果は全て、構成要素 と文章構造

の両面でCARSモ デル との高い類似性を示 していた。

具体的には、表2に 示 したCARSモ デルの典型 的なス

テ ップに該 当す る構成要素が全て高い出現率 を示 して

いた。また、図1の 通 り、典型的な序論 の構造 として、

ムーブ1に 該 当する要素で始ま り、ムーブ2に 該 当す

る要素がそれに続いた後、ムーブ3に 該 当す る要素で

締 めくくられ るとい う流れが共通 して提示 されていた。

4.結 果

4.1分 析対象

本研究では、法学系論文に頻繁に引用されている雑



表3分 析対象 とした分野と雑誌

誌を学習 ・研究上重要な文献 として位置づけた。その

上で、法学系雑誌 『阪大法学』の1995年 度から2004

年度までの10年 分を対象に引用文献を調査し注2、頻

繁に引用されている雑誌を上位3位 まで集計した。そ

の結果、表3に 示 した9雑 誌が得られた。分析対象と

なる論文は、表3の 各雑誌から15編 ずつ、計135編

抽出した。なお、抽出は2004年 度から遡 り、年度の

新 しい論文から順に無作為に行った注3。

4.2法 学系論文の序論の構成要素

CARSモ デルを参照しつつ、抽出した論文の序論部

分の構成要素を分析 した結果、表4を 得た。表4に は、

各要素が出現した論文数も示した。なお、各ステップ

に付 した下線の意味については4.3で 述べる。

表4の ムーブとステップは、CARSモ デルにおける

それ らと同様の役割を果たす。また、各ムーブはそれ

ぞれ、CARSモ デルのムーブ1～3に 対応する。

表4の 各ステップの選定にあたっては、まず特徴的

な文型や表現の有無に注 目した。その結果、それらが

多数見られたため、それ らに着 目しつつ各ステップを

表4法 学系論文の序論に見られる構成要素

選定 した。例 えば、ムーブ1の ステ ップ1「 研 究領域

の重要性の主張」は、「～は重要な問題で ある」等 の文

型 を典型的に伴 う。 こ ういった特徴的な文型や表現が

見 られ る場合、それ らが含まれ る1文 全体 を当該ステ

ップに分類 した。ただ し、意味的な1つ のま とま りと

捉え られる文の集団が見 られた場合は文単位 に こだわ

らず 、その文の集団全てを同一のステ ップに分類 した。

次の(1)を用 いて、その具体的方法 につい て説 明す る。

なお、以下で出現す る例文に付 されている下線 は全て

筆者 によるものであ る。また紙幅の都合上、例文の引

用元 については雑誌路 とその巻 ・号数のみ記 した。

(1)パ ソコンや携帯電話 の普及 に伴 い,イ ンターネ

ッ トの世界が急速 に拡大 してい る。総務省 の 「平

成13年 度版情報通信 白書」によると,わ が国のイ

ンターネ ッ ト利用者(15歳 ～79歳)は2000年 末現

在 で4708万 人を数 え,こ の1年 間で74%も 増加

した。(『 ジュリス ト』1215号)

(1)の下線部 は、ムーブ1の ステップ1「 研究領域の

重要性 の主張」 に特徴的な表現であ る。 よって、(1)

の冒頭 の1文 は同ステップに分類 される。ここで、(1)

全体を見 ると、まず冒頭の1文 でインターネ ッ トの世

界が急速に拡大 してい ることが述べ られ、続いて第2

文で、その拡大の様子が具体的 に描写 されてい る。す

なわち、冒頭の1文 と第2文 は、1つ の意味的なまと

ま りと捉えることができる。 したがって、(1)全体 がム

ーブ1の ステ ップ1に 分類 され る。

以上の ように、本研究では特徴 的な文型や表現、お

よび文 と文 との意味的なつなが りに着 目し注4、各ステ

ップの抽 出を行 った。以下、表4の 各ムーブ とステ ッ

プの具体的な内容 について順に説 明す る。次節以降、

ムーブお よびステ ップ とい う用語 は全て表4に お ける

それ らを指す ものとす る。

4.2.1ム ー ブ1「 研究領域の提示」

ムーブ1は 、その論文におけ る研究領域を提示 しよ

うとす る書 き手の意図を表す。その意図は、ステ ップ

1～4の 形で論文 中に具体化 され る。

ステ ップ1は 、その論文の研究分野が重要であ り、

トピックとして取 り上げ る価値 があることを読み手に

示そ うとす るものである。 このステ ップは 「～は重要

な問題 である」「～が注 目されている」等 の文型 を伴 う。



(2)前者の検討事項は(中略),実 務的にも重要な問

題である。(『 ジュリス ト』1267号)

(3)近年,(中 略)知的財産制度の活用が注目されて

いる。(『 知財管理』54巻3号)

ステップ2は 、論文で扱われる研究分野を取り巻く

社会的背景や法的背景について説明するものであり、

次のような文型を伴って論文中に現れる。

(4)二〇〇一年四月一 日、(中略)消費者契約法が施

行 された。(『 民商法雑誌』127巻3号)

(5)伝統的に、日本の商法は、自己株式の取得につ

いては原則 として禁止(中略)するとい う立場を堅

持してきた。(『 法律時報』75巻4号)

ステ ップ3は 、論文で扱われる研究分野に関わる事

物や事象、すなわち法律や法概念について説明するも

ので、(6)のように「～とは～を指す」等の文型を伴 う。

(6)ストック ・オプションとは、一般に、会社の株

式を一定の期間内に一定の価額で取得する権利

を指す。(『 法律時報』75巻4号)

ステ ップ4は 、「学説」すなわち法学者による法律

解釈、または 「裁判例」すなわち裁判所による法律解

釈に言及するものである。法学研究の中心は法律の解

釈である11)ため、学説は法学分野における先行研究と

同義である。また、裁判所による法律解釈である裁判

例も、先行研究 と類似 した役割を担 う。すなわち、ス

テップ4は 当該研究分野の先行研究に言及する役割を

果たす。次の(7)は学説、(8)は裁判例への言及例である。

(7)中舎教授は、(中略)契約法理で処理すべきこと

を主張している。(『NBL』784号)

(8)最判平15・4・22オ リンパス光学最高裁事件

は,(中 略)と判示 した。(『 知財管理』53巻12号)

4.2.2ム ーブ2「 研究の必要性の提示」

ムーブ2は 、研究の必要性を示そ うとす る書き手の

意 図を表す。表4の 通 り、その意 図は主にステ ップ1

「課題設定」 として論文中に具体化 され る。

ステ ップ1は 、研究対象や先行研究を取 り巻 く不備

や問題点を指摘 した り、具体的な課題 を提示す るもの

である。 このステ ップは次のよ うな文型 を伴 う。

(9)しか し,必 ず しも十分 に議論がな され てきたと

は言い難い。(『 ジュリス ト』1227号)

(10)パ ブ リシティ権の本質 とその内容を理解する

ためには,(中 略)その発展のあとを辿ってみるこ

とが必要であろう。(『 パテント』57巻5号)

ステップ2は 、書き手が自分の研究に意義があるこ

とを主張するもので、次のような表現を伴 う。

(11)この問題を考えておく必要は実務上も意義あ

るものと思われる。(『NBL』784号)

ステップ3は 、書き手がどのような動機や理由によ

ってその研究を行 うに至ったかを述べるもので、次の

ような表現を伴って論文中に現れる。

(12)本稿が委任契約を特に取 り上げるのは、次の

よ うな理由による。まず第一 に(中略)。

(『民商法雑誌』126巻4・5号)

4,2,3ム ― ブ3「 その論文についての説 明」

ムーブ3は 、その論文の具体的内容について説明 し

よ うとす る書 き手の意図を表す。表4の 通 り、その意

図は主にステ ップ1「 研究内容 の提示」として現れ る。

ステ ップ1は 、その研究や論文の具体的な内容 を提

示す るもので、次のよ うな文型 を伴 う。

(13)本稿 では,(中 略)会社の使用人 に係 る規律のあ

り方を 検討する 。(『 ジュ リス ト』1267号)

(14)本 稿で取 り上 げるのは、学納金返還訴訟に関

す る一下級審判決(中略)で ある。(『NBL』797号)

ステ ップ2は 、その研究の 目的を提示す るもので、

(15)の よ うに 「(本稿は/では)～ を目的 とす る/したい」

等 の文型 を伴 って論文中に現れる。他 に も、(16)の よ

うに、何 を 目的 としてその研究を行 ったかを明示 して

いるものもこのステ ップに分類 した。

(15)本稿は,こ れ らの2つ の定めが もつ意味 と問

題点を(中略)明 らかにす ることを 目的 とす る。

(『ジュ リス ト』1200号)

(16)本 稿では(中略)「電子債権論」のイ メージとい

うべ きものを明 らかに し、今後 の議論 の呼び水 に

したい と考 えた次第である。(『NBL』790号)

ステ ップ3は 、その論文全体 の構成 について述べ る

もので、次の ような文型を伴 う。

(17)本稿 は,ま ず,(中 略)を検討し,次 に,(中 略)を

紹介し,最 後に,(中 略)について検討する 。

(『知財管理』54巻10号)

(18)本稿 においては,(中 略)を概観 した後,(中 略)

を検討す る。(『 ジュリス ト』1227号)



ステ ップ4は 、序論に続 く章または節 の内容 を紹介

するもので、135編 中2編 にのみ、次のよ うな表現 を

伴って序論の末尾部分に出現 した。

(19)検討 に先立ち、現行法の概要 を確認 してお こ

う。(『 法律時報』75巻4号)

ステ ップ5は 、その論文 における分析結果 を提示す

るもので、同 じく135編 中2編 にのみ、次のよ うな表

現を伴って現れた。

(20)本稿の分析の要点は、(中略)と い うものである。

(『NBL』799号)

ステ ップ6は 、分析 を進めるにあたっての前提を読

み手に示す もので、次のよ うな表現が見 られた。

(21)以下では、特に断 らない限 り、(中略)信託財産

間の問題は生 じない場面を想 定する。

(『NBL』791号)

(22)本稿では、株式交換 ・株式移転 を(中略)広 く法

人の一形態(中 略〉として捉えた上で議論 を進 める

ことにす る。(『 法律時報』75巻4号)

4.3構 成要素 の共通性への示唆

表4で 下線を付 したステ ップは全て、各先行研究の

いずれか2つ 以上で対応す るものが見 られた ことか ら、

これ らは専門分野の違いを越えて出現する共通項 とし

ての可能 性が高い と考え られる。

また、これ らのステ ップは各ムーブにお ける典型的

な構成要素でもある。例 えば、表4で 下線 を付 したム

ーブ2の ステ ップ1「 課題設定」は、同ムーブの全 ス

テ ップ中で最 も高い 出現率 を示 してい る。他 のムーブ

についても同様の傾向が見 られ る。すなわち、共通項

としての可能性が高いステ ップは、分析対象 とした法

学系論文の序論にお ける典型 的な構成要素でもある。

4.4法 学系論文の序論の文章構造

4,4.1各 ムー ブの配列の特徴

今回分析 した法学系論文の序論においては、ムーブ

1の 後にムーブ2が 続き、ムーブ3で 締 めくくられ る

流れ(以 下 「1→2→3」)が 最 も多 く見 られた(135編 中

62編)。 これは、3,2で 述べた各先行研究 での分析

結果 と同様 の傾 向であ り、専門分野の違い を越 えた文

章構造の共通性 を示唆す る。

一方
、ムーブ1の 後 にムーブ3が 続 く流れ(以下 「1

→3」)も 「1→2→3」 に次いで多 く現れ た(135編 中34

編)。これは各先行研 究には見 られ なかった流れで ある。

表5は 、これ ら 「1→2→3」 および 「1→3」の出現

率を分野別 に示 した ものである。表5の 通 り、 どの分

野でも 「1→2→3」 と 「1→3」は合計で70%前 後の出

現率を示 している注5。両者 の出現率 を分野別に見 ると、

民法 と知財 法では 「1→2→3」 が 「1→3」を大 きく上

回ってい るが、商法では 「1→3」が 「1→2→3」 を若

干上回ってい る。また、商法での 「1→3」の出現率は、

民法お よび知財法のそれ と比較す ると目立って高い。

このよ うに、今回分析 した法学系論文の序論 において

は、商法 と他の分野 との間で構造上 の相違が見 られた。

4.4.2ム ー ブ1の 現れ方の特徴

先 に3.2で 述べた通 り、各先行研究には共通 して、

当該専門分野の先行研究に言及す る要素が高頻度で見

られた。 しか し、表4の 通 り、今 回分析 した法学系論

文の序論では、先行研究に言及す る要素であるムーブ

1の ステ ップ4は27編 とい う少ない出現数であった。

4,4.3ム ― ブ2の 現れ方の特徴

表4の 通 り、ムーブ2の 中核を成すステ ップはステ

ップ1「 課題設定」である。4。2.2で 述べた通 り、

このステ ップは、研究対象や先行研究を取 り巻 く不備

や問題点 を指摘 した り、具体的な課題を提示するもの

である。 このステ ップが論文 中に出現 した際に論文の

書 き手が主に行 った 「課題設定」は次の① と②に示 し

た2通 りで、 これ らはのべ79編 の論文 に見 られた。

①学説 ・裁判例を取 り巻 く課題設定

②法律や法概念を取 り巻 く課題設定

①はのべ79編 中17編 、② は62編 において見 られ

た。すなわち、今回分析 した論文では、ムー ブ2は 主

に②の形で出現 していた。 以下、①お よび②の具体的

内容について順に述べる。

①は、学説お よび裁判例、すなわち法学分野にお け

る先行研究を取 り巻 く問題 点や不備の指摘 を行 うもの

である。 このよ うな 「課題設定」は、3.2で 述べた

表5「1→2→3」 および 「1→3」の分野別 出現率



通 り、各先行研究において高頻度で見られたが、今回

の分析ではのべ79編 中17編 と低い出現率を示 してい

た。①は次のような表現を伴って論文中に現れる。

(23)判例は、(中略)損害担保契約 とい う言葉を使っ

ているだけで、具体的な内容については明らかに

していない。(『NBL』778号)

(24)しかし、(中略)結合企業法制の中心問題の渉外

的側面については立ち入った検討は少ない。

(『商事法務』1706号)

②は、論文中で扱われる法律や法概念を取 り巻 く問

題点や不備の指摘、具体的な課題の設定等を行 うもの

である。先述のように、②はのべ79編 中62編 とい う

高頻度で見られた。②の文章例としては、次の(25)お

よび(26)が挙げられる。各例の波線を付 した部分は、

各論文で扱われる法律や法制度を指す。

(25)もっとも、消費者契約法によって規律 された

のは、消費者契約における情報の収集 ・分析をめ

ぐる問題の一部にすぎない。

(『民商法雑誌』123巻4・5号)

(26)抵当権制度を見直すに当たっては.(中略)抵当

権法理 か らの検討 も重要視 され なけれ ばな らな

い。(『 ジュ リス ト』1218号)

4.4.4ム ー ブ3の 現れ方の特徴

表4の 通 り、ムー ブ3で 出現率の高いステ ップはス

テ ップ1「 研究内容の提示」 とステ ップ3「 論文の構

成の提示」である。両者 とも、図1の 通 り、各先行研

究に共通 して見 られた構成要素である。また、ムーブ

3が 出現す る場 合、序論はムーブ3で 締 めくくられ る

ことがほ とん どであ り(131編 中124編)、 この傾 向も

各先行研究 と共通 している。以上のよ うに、他 の2ム

ーブ とは対照的に、ムーブ3の 現れ方は各先行研究 と

の高い共通性 を示 していた。

5.考 察

前章での分析の結果、法学や工学等 といった専門分

野の違い を越 えた共通項への示唆 を得 るとともに、次

のi～ivの よ うな構造的特徴が明 らかになった。

i.「1→3」 とい うムーブの流れが見 られる。

ii.商 法系論文 に 「1→3」が多 く見 られ る。

童.先 行研究に言及す る構成要素の出現率が低い。

iv.ム ーブ2の 出現箇所では、先行研究を取 り巻

く問題点や不備の指摘があまり行われない。

以下、これらの特徴が見られる背景を考察する。

5,1iお よびiiが見られる背景

「1→3」が見られた論文34編 中15編 、すなわち約

半数が、改正された法律もしくは法制審議会が取 りま

とめた要綱試案の内容について概説 ・検討することを

目的とした論文(以下、「改正・試案の論文」)であった。

その序論部分の例 としては、次の(27)が挙げられる。

(27)法制審議会の会社法(現代化関係)部会(中略)

は、平成一五年一〇月二二 日に 「会社法制の現代

化に関する要綱試案」(中略)を取 りまとめ、法務

省民事局参事官室は、それに対する各界の意見照

会を行った。本稿は、有限会社制度の行方および

会社区分の問題を中心に、試案の会社機関に関す

る部分の基本的考え方の検討を行 うものである。

(『商事法務』1686号)

(27)では、まず冒頭の1文 で研究分野を取り巻く背

景の説明(ムーブ1の ステップ2)が なされ、続いて研

究内容の提示(ムーブ3の ステップ1)が 行われている。

法学研究の中心は法律の解釈である11)ため、法学研

究者にとっては、法律が改正されること、および法律

関係の要綱試案が提出されることは、法律という研究

対象そのものが変わることを意味する。それゆえ、そ

の法律分野の研究に携わる全ての研究者にとって、そ

れらは重要な出来事である。「改正 ・試案の論文」の読

み手と書き手は、その論文における研究の重要性を予

め認識 した上で読解および作成を行っていると考えら

れるため、書き手は研究の必要性の提示(ムーブ2)を敢

えて行 う必要がなかったものと思われる。このような

背景の存在により、序論における最も典型的なムーブ

の流れ 「1→2→3」とは異なり、中間部分のムーブ2

が存在せず、「1→3」が見られたのだと考えられる。

このような特徴を有する 「改正・試案の論文」が多く含

まれていたため、今回分析した論文の序論に 「1→3」

が多く現れたと推測される。

ここで、「1→3」が見 られた 「改正 ・試案の論文」

全15編 中、民法系は3編 、商法系は9編 、知財法系

は3編 で、商法系論文が過半数を占めていた。商法系

論文の序論に 「1→3」が多 く出現 したのは、このよう



に 「改正 ・試案の論文」が商法系論文に特に多く見ら

れたためであると考えられる。今回分析 した論文の年

代は、商法の改正が相次いだ時期 と重なっている。ま

た、本研究で分析対象 とした雑誌のほとんどは、「改

正 ・試案の論文」のような速報性のある論文が頻繁に

掲載 される商業雑誌であり、純粋な学術誌ではない。

このような背景により、今回の分析で 「改正 ・試案の

論文」が商法系論文に特に多く見 られたと考えられる。

5.2iiiお よびivが見られる背景

先述のように、本研究で分析対象 とした雑誌のほと

んどは商業雑誌であるため、掲載される論文の長さは

純粋な学術誌のそれに比べて短いと推測される。その

ため、本来ならば序論で行われるべき先行研究への言

及が省略された可能性がある。法学系論文の書き方に

ついて解説した文献3)お よび12)に おいて、従来の学

説の不備や問題点に序論で言及する必要性が指摘され

ていることも、この可能性を裏付けている。今後は学

会誌や紀要などといった純粋な学術誌、すなわち学術

性が高く、論文の長さも比較的長いと思われる雑誌に

分析対象を広げ、先行研究に言及する要素の序論にお

ける出現頻度に違いが見られるかを探る必要がある。

一方
、本研究でivの ような特徴が見 られたのは、上

記の理由で先行研究への言及がほとんど行われなかっ

たためと推測される。よって、他の学術誌においても

ムーブ2が 今回の分析結果 と同様の現れ方を示すか否

かを確かめることも、今後必要になる。

6.お わ りに

本研究では、民法、商法、知財法系論文の序論の文

章構造を書き手の意図の視点から分析した。その結果、

法学や工学等といった専門分野の違いを越えて出現す

る共通項への示唆を得ると同時に、他の専門分野には

見られなかった構造的特徴も明らかになった。

だが、前章で述べた通 り、その構造的特徴には分析

対象 となった法律分野および雑誌の性質、論文の種類

や長さ、発表時期などの様々な要因が少なからず反映

されていると考えられる。よって、今回の分析結果は

あくまでも試験的なものにすぎない。また、今回分析

対象とした論文の中には、「改正 ・試案の論文」のよう

に大学や大学院で法学を学ぶ日本語学習者が執筆する

機会がほ とん どない と言 って よい ものも見 られた。 こ

のことは、法学系論文に頻繁に引用 されてい る雑誌 を

分析対象 として選ぶ方法をとった本研究の限界を示 し

ている。卒業論文や修士 ・博士論文を執筆す る必要 の

ある学習者 が参照すべき型は、商業雑誌 よりもむ しろ、

他 の学会誌や紀要の論文に反映 されている と考え られ

る。 よって今後はそれ らに分析対象を広げ、今回の分

析結果 との類似性お よび相違 性が どの程度見 られ るか

を探る必要がある。

一方
、多様な専門分野の学習者 が学ぶクラス内では

特定の専門分野に特化 した指導を行 うことは難 しいた

め、専門分野を問わず共通 して見 られ る文章構造の型

を示す ことも必要になる。今後は、本研究で得 られた

共通項への示唆 をもとに、 これまで研 究が行 われた工

学、農学、 日本史学、法学分野以外 にも分析対象 を拡

大 し、 より多 くの専門分野間の共通性 を探る必要があ

る。以上を課題 と し、研 究を進 めたい と考える。
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,注

1文 献10)に おいては、CARSモ デルが適用できる専門分

野についての具体的な言及はなされていなかった。

2調 査対象を 『阪大法学』に限定したのは、まず1つ には

筆者が大阪大学法学部の出身であるため雑誌についての情

報が得やすいためであり、もう1つ には、頻繁に引用されて

いる文献、すなわち学習 ・研究上重要な文献は、雑誌ごとに

大きく異なるわけではないと考えられるためである。

32004年 度分だけで十分な数が収集できる雑誌について

は2004年 度分から、それだけでは不十分な雑誌については

最大で1999年 度まで遡って抽出した。

4文 と文との意味的なつなが りを探るにあたっては、「例え

ば」「すなわち」「つまり」等の接続詞にも注目した。

5各 法律分野とも、残りの30%前 後の論文においては 「1

→2→3→2→3」 「1→3→1→3」など多くの展開パターンが見

られたが、いずれも分野別出現率は7%未 満であった。
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Analyzing the Textual Structure of Law Paper

Introductions on Civil Law, Commercial Law, and

Intellectual Property Law

           KIMOTO, Kazushi 

Graduate School ofLanguage and Culture, Osaka Univelslty 

             kuugak@ gs.lang. os aka-u. ac.jp

 This paper analyzes the textual structure used in the introductory sections of 135 research papers on civil 

law, commercial law, and intellectual property law that have appeared in recent academic journals 

important for study and research. The results show that the introductions consist of 3 main components 

which I have named "Moves", and include the categories of "Establishing a Territory", "Demonstrating the 

Necessity of the Research", and "Explaining the Contents of the Paper", typically placed in this order. In 

addition to Moves, the introductions are also composed of 13 subordinate components which I have named 
"Steps" 

 The tendency for the 3 Moves to be placed in this order is also seen in the introductory sections of research 

papers in other academic fields such as engineering science and agriculture. The results also show, however, 

that in the papers analyzed in this study there are many cases in which "Demonstrating the Necessity of the 

Research" and the review of previous research, which are common in other academic fields, are often not 

observed. 

                  Keyword: lawpapers, introductions, text structure, Move, Step


